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会派等の研究研修について下記のとおり報告します。  

記 

１ 日     時   ２０２６年２月１７日(火) １３：３０～１５：４５ 

２ 研 修 名   第 81回市町村議会議員研修会ＺＯＯＭ 

全世代型社会保障制度改革関連予算について 

３ 場    所  自宅にて ZOOM視聴 

４ 参 加 者   西本 真樹 

５ 研修内容 

    新年度開始の「こども誰でも通園制度」や「子ども・子育て支援金」聴取など、政府の進める「全世

代型社会保障改革」関連予算案が各自治体における新年度予算編成において、論点の焦点になる

ことが想定される。新制度等の動向について考える。 講師 長友薫輝氏（佛教大学准教授） 

６ 経費 参加費 10,000円 

７ 所 感 

社会保障を日本国憲法が描く機能と役割として、生活の安定・工場機能、所得再分配機能、経済安

定機能があり、誰もが安心して生きられる社会づくり、個人消費が拡大するようなかじ取りも可能であ

ると日本経済にとっても有益であるとの説明があった。地方にとって医療・介護・社会福祉は地域経済、

地域の雇用の拠点となっており、社会保障が地域の重要な産業の一つとなっており、雇用面でも大き

く貢献していることが、「厚生労働白書（平成 24 年版）」に記述があることも紹介された。保育や介護、

障がい児者分野の業種が常滑市内にも多くあり、社会保障に予算をかけることが地域産業に寄与し

ているという視点は今までなかったので、今後、質問や議案などに取り入れていきたい。 

2025年 12月9日閣議決定された「令和8年度予算編成の基本方針」に、受益と負担のバランス、

適切な制度の効率化や資源配分の最適化、現役世代の保険料率上昇を止め、引上げていく、などの

課題が書かれており、応能負担の徹底について、現役世代と高齢者世帯も同じように負担するという、

所得が増えない高齢者も同等に捉えている部分は、政府が高齢者の負担を今後増やしていくという

ふうに聞こえた。高齢期、現役世代と世代間の分断を社会保障分野で分けるために公費を抑制してい

ることに不安を感じた。 

2020 年代に入り、「全世代型社会保障改革」が進められている。「自助、共助、公助」と分け公的支

援を先延ばしにし、病気や要介護にならないように保険料自己負担や窓口負担割合の増加、年金支

給を先に延ばすために定年の延長をすすめていることも分かりやすく説明された。 

「子ども・子育て支援金」については、岸田政権時に少子化対策財源を社会保険に上乗せが決まり、

被保険者が反発しづらくしている。また、自治体には新たな費用と業務が発生している。全国知事会は、

国の責任で財源を確保するように要望しており、地方自治体が声を上げないと、自治体や住民の負担

が増えると感じた。 



「こども誰でも通園制度」についても、公費抑制の制度であるとのことであった。 

国民健康保険料（税）の統一については、大都市と地方都市での医療の差別化が始まるとの指摘も

あり、地方に住む被保険者はますます医療にかかることが、困難になることも説明があった。 

地域医療が縮小する方向にある中、介護事業所の廃業、医療や介護、公共交通や学校の縮小など

が各地で加速している。慣れ親しんだ地域に住み続けられるように、医療や介護事業の安定的な運営

が供給されなければ、本市の中の地域格差もますます進むのではと感じた。 

住民の命や健康だけでなく、地元の経済的な基盤の一部を社会保障が生み出しているという視点

は、今までになかった視点だったので、勉強になった。 

 


